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予防・健康づくりの社会実装に向けた研究開発基盤整備事業
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商務・サービスグループ

ヘルスケア産業課

①非薬物的介入手法が有用な疾患領域におけるエビデンス構築支援事業

認知症や心の健康保持増進等の領域で、デジタル等の新しい技術を活用した

介入手法、非医療関係者でも利活用可能な評価指標等に関するエビデンスを

構築します。

②構築されたエビデンスについての社会実装支援事業

構築されたエビデンスの社会実装を推進するため、関連疾患領域の学会等によ

るエビデンスの整理・指針等の作成を支援します。

③IoT技術や健康データ等の活用に関する実証事業

IoT技術を活用し得られた健康データ等の医療現場での活用に関する実証等を

行い、社会実装の促進に向けたエビデンスを構築します。

エビデンス構築からエビデンスの整理、社会実装に至るまでの研究開発および基

盤整備の支援を行うことで、エビデンスに基づいた質の高いヘルスケアサービスの社

会実装を可能にします。

また、IoT技術や日常の健康データや健診等情報といったPersonal Health

Record（以下「PHR」)を医療現場等で活用することの有用性に関する実証を

行い、質の高いPHRサービスの社会実装等に向けたエビデンス構築を行います。

成果目標

令和７年度まで実証を行い、職場等での心の健康保持増進等の各種介入の有用

性に関するエビデンスを構築します。

令和６年度までに、IoT技術等の活用により得られた健康データを医療現場等で活

用する仕組みを確立します。

令和６年度までに、各種実証を通して構築されたエビデンスがヘルスケアサービスとして

社会実装される仕組みを確立します。

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

億円 ）令和５年度予算額 14 億円 (

国
委託国立研究開発法人

日本医療研究開発

機構（AMED）

補助（10/10）
大学・医療機関・民間企

業等コンソーシアム


